
難病患者に対する就労支援に関する事業＜仮称＞（案）

障害者に対する就労支援策を参考に都道府県及び難病相談・支援センターが中心となって、難病患者に
対する就労支援事業を実施・評価することとし、国はその実施状況を各都道府県に還元し、各都道府県独
自での取り組みを促進する。＜期間限定のモデル事業＞ ※平成19年度概算要求中

難病相談・支援センター

就労支援協議会の設置

関係機関や専門家で構成される

協議会

・難病患者就労支援計画の策定

・支援対象者等の選定

・事業の評価

就労支援内容は、障害者施策等を参考に各都道
府県が決定する。

（例）

・小規模作業所への支援

・社会適応訓練事業

・就労支援ｾﾐﾅｰの実施 等
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事例集を還元し、各都道府県の取組みを促進
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